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科学技術情報整備審議会基本方針検討部会（第 6 回） 議事要録 

 

日 時： 

令和 7 年 8 月 18 日（月）午後 3 時 30 分～午後 5 時 30 分 

 

場 所： 

国立国会図書館東京本館総務課第一会議室（ウェブ会議サービスを用いたハイブリッド開催） 

 

出席者： 

基本方針検討部会員 4 名 

野末俊比古部会長、池内有為部会員、生貝直人部会員、大向一輝部会員 

 

館側出席者 9 名 

（幹 事）利用者サービス部長、電子情報部長 

（事務局）利用者サービス部副部長サービス企画課長事務取扱、同部科学技術・経済課長、同

課課長補佐、電子情報部副部長、同部電子情報企画課長、同課課長補佐 2 名 

 

次 第： 

1. 前回議事要録の確認等（資料 3） 

2. 第六期国立国会図書館科学技術情報整備基本計画策定に向けての提言案について（資料 4、

5-1、5-2、5-3、6） 

3. その他 

 

配付資料： 

（資料 1）科学技術情報整備審議会基本方針検討部会関係者名簿 

（資料 2）基本方針検討部会のスケジュール 

（資料 3）科学技術情報整備審議会基本方針検討部会（第 5 回）議事要録（暫定版） 

（資料 4）提言素案からの主な変更点について 

（資料 5-1）第六期国立国会図書館科学技術情報整備基本計画策定に向けての提言（案）の概要 

（資料 5-2）第六期国立国会図書館科学技術情報整備基本計画策定に向けての提言（案）（提言

素案修正案（浄書版）） 

（資料 5-3）第六期国立国会図書館科学技術情報整備基本計画策定に向けての提言（案）（提言

素案修正案（見え消し版）） 

（資料 6）第六期国立国会図書館科学技術情報整備基本計画策定に向けての提言の構成につい

て 
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議事概要： 

 

1. 前回議事要録の確認等 

 事務局から、前回議事要録について意見等がある場合は、8 月 24 日までに連絡してほしいと

の依頼があった。また、資料 2 に基づき、今後のスケジュールについて確認した。 

 

2. 第六期国立国会図書館科学技術情報整備基本計画策定に向けての提言案について 

 事務局が資料 5-1 及び資料 5-3 について説明した。主な発言は次のとおりである。なお、追

加の意見があれば、8 月 24 日を目途として事務局に伝えることとした。また、第 19 回科学技

術情報整備審議会における提言（案）の報告及び議論に向けて、事務局による再修正の後、最

終的な取りまとめは野末部会長に一任することとした。 

 

〇提言（案）（提言素案修正案）全体について 

・国立国会図書館（以下「NDL」）の取組を拡大して進める方向で修正されており、非常に肯定

的に受け止められる。方向性に異存はない。 

 

〇「Ⅲ 本提言の背景」について 

・「学術研究の開始から終了まで」とあるが、学術研究のエコシステムは円環状に表されること

が多く、先の研究成果を受けて次の研究が始まるのであり、始まりと終わりを区切ることは

困難である。オープンサイエンスによって、研究プロセス全体を支援する役割が図書館に求

められていることを書けばよい。 

・「生データ」とあるが、政策で用いられる表現ではなく、AI の学習用の大量のデータと誤解

されたり、定義をめぐる議論を呼んだりするため、単に「データ」とする方がよい。 

・「生成 AI」はもう「AI」と呼ぶべきなのではないかと思う一方、情報や知識を生成する AI が

図書館等の情報流通や知識基盤に対して大きな影響をもたらしたことは事実である。提言の

背景として生成 AI の登場を示しつつ、「生成 AI」と「AI」の用語が使い分けられていること

が確認できた。 

 

〇「Ⅳ 取組の方向性」について 

・「コミュニティへのアプローチ」で学校図書館における送信サービスの活用に触れられている

が、学習支援者による個人送信の活用も含めての表現であると理解した。学校図書館の図書

館送信サービスへの参加が実現するとよいが、様々な意見があることも承知した。 

・学校図書館に使ってほしい「信頼性の高い情報・コンテンツ」はデジタルアーカイブに限ら

ず、他の図書館等との連携の可能性も想定し、紙の資料の提供や人的な支援の可能性も含め、

NDL 全体として様々な学習支援の機会の提供を考える必要がある。 

・「関係機関との連携」に記載されたジャパンサーチは、日本の各アーカイブ及びアーカイブ機

関を初めてつないだ点、有識者や関係者が一堂に会する議論の場を作った点で非常に評価で

きる。欧州における Europeana のように今後の日本のデジタル知識基盤の一つの大きなベー

スとなることは疑いがないため、機能強化や連携拡大に今以上に取り組む必要があることを

明記すべきである。 
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・ジャパンサーチについて「政府と協力し」とあるが、ほかに「政府」という言葉は使われて

おらず、デジタルアーカイブ全てを政府との関連で行っているわけではなく、誤解を招く表

現であるので削除するのがよい。 

 

〇提言（案）の概要について 

・修正箇所が提言を一言でまとめたワンメッセージに見えるが、提言全体を捉えた文言とは言

えないため、サブタイトルを噛み砕いたキーメッセージにしてはどうか。 

・概要に特筆される言葉は強い意味を持つと思う。ユーザ及びコミュニティの例示の記載が含

まれるが、一部の層だけに焦点が当たり過ぎないよう、本文と対応させながら慎重に調整す

べきである。 

・「国立国会図書館（NDL）の取組」に「図書館との地域間格差解消の取組」とあるが、それに

とどまらず地域にしかない資料の収集等の取組にも言及できないか。 

・「関係機関」として、既に近しい機関と言える科学技術振興機構（JST）、国立情報学研究所

（NII）、国文学研究資料館（NIJL）が例示されているが、「協議・調整の「場」の設定」を念

頭に、より幅広い府省庁などの機関との連携が読み取れるように修正すべきである。また、

ジャパンサーチにも触れられないか。 


